






日本の雇用労働者には、労働基準法を根拠に、年次有給休暇(年 休)が 付与 されている。




















「卸売 ・小売業、飲食店Jで あると年休取得 日数が少 ないこと、⑤勤務先の従業員規模が
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年次有給体暇に関する経済分析












































第2章:年 休分析の視点一 アブセンテ ィズムに関す る研究
1前 提
nア ブセンテ ィズムの概念 と年休問題への応 用
(1>アブセ ンテ ィズムの概念
(2)年休 問題 への応 用














W小 括:ア ブセ ンテ ィズムに関す る研究の含意
(1)所得余暇選好モデル





第3章:ア ンケー ト調査の概 要 と主 な集計結果
1調 査デー タの説明
(1)調査の概要
(2>調査 データの ク リーニ ング
且 調査票 と単純集計結果
皿 年休付与 日数 ・取得 日数 ・取得 率に関す る集 計結果
】V年 休の使 い道に関す る集計 結果



































































働時間面での ミスマッチを指摘 している。その上で、これからの労働市場 における多様 な働
き方を念頭に置き、「休み方の多様性」の重要性、特に多くの労働者が有 している年次有給休
暇の重要性を示し、本論文の主な課題を提示 してい.る。
第1章:制 度 と しての年次有給休暇一 ドイツ ・フランス ・日本
本章においては、年次有給休暇が法律や労使協約など、何 らかの制度的な根拠によって定








はホワイ トカラーを対象に年休が個別企業の事例 として存在 していたこと、及び1947年の労
働基準法によって初めて制度化 されたことを説明 している。
次に、海外先進国の年休 を規定する制度の内容と年休に関する実態を考察 している。 ドイ
ツの制度については、1963年に制定 された連邦体暇法が、労働者の休養を保障する旨、規定
していること、通常の労働者は年間24労eの 年休がfi与されること、24日の うち12日間
は連続 して取得 されなければならないことなどが規定 されていることを紹介 している。その
一.ヒで、 ドイツにおける年休の実態について、労働協約..ヒの年休付与Rが 、主に1960-1970
年代にかけて増加 したこと、旧東独においても現在は旧西独 とほぼ変わらない水準に達 して
いることなどを明 らかにしている。フラン.スの制度については、労働法典による年休の規定
























モデルでは、①アブセンテ ィズムは一定の所得(賃 金〉を放棄 しても余暇を選好する行動 と
されること、② しかしながら、病気欠勤に対する制度によっては、アブセンティズムが増加
する可能性も減少する口if能牲 もあること、③ 日々の労働時間が弾力的であるこ.とによってア
ブセンティズムが減少する可能性があることなどが示 されてい る.① については、年休が有
給の休暇であることから、所得(賃 金)が 与え.る影響は短期的には不明確であ.るが、年休を






応用したモデル、退出 ・uモ デルなどの含意を考察 している。効率賃金仮説を応用 したア








されている企業では、労働組合が組織 されていない企業よ りも年休取得 日数が多い可能性 を
指摘 している。
第3章:ア ン ケ ー ト調査 の 概要 と主 な集 計結 果
本章 においては、 日本の雇用労働者 を対象 と した年休 に関す るアンケー ト調査の概要 と主
な調査結果 が示 されてい る。
まず 、ア ンケー ト調査の概要 を紹 介 し、2002年6月に実施 された こと、労働者個人 を対 象
とす る ことか ら、民 間調査会社 の調査 モニ ターを利 用 した こと、標本 の代 表性 を補 うため 、
2000年の国勢調査に よる男女別及び年齢 階層別の雇 用者人口の分布に従って、 日本全 国3,000
名の調 査モニ ター を選定 したこと、有効票 と して2,120票が回収 された こと、調査項 目として 、
性 別 ・年齢 ・学歴 ・家族 構成な どの個人属性 、勤務先の業種 ・従業員規 模な どの勤務先 の属
性 、年収 ・労働時 間な どの労働 条件 、年休 の付 与 日数 ・取得 日数な ど年休に関す る項 目が調
査 された ことを紹介 してい る。
次 に 、年休 に関す る.主な集計結 果 を示 し、年休 の付与Qで は男女a'1平均28.4H、男 性平
均30.1日、女性平均24.6日で あった こ と、年休 の取 得 日数 では男女計平均7.8Fl、男性平 均
7.4日、女性平均8.7日であったこと、年休 の取得率 では男女計平均31.2%、男性平均27。2%、
女性 平均40.6%であった こと、そのほか 、年齢 階層 別 、職種別 、最終学歴別 、健康状態 別 、
勤務先 の業種 別 、勤務 先の従業 員規 模別 、労働組合 の有無別 、年収階 層別、労働時間階層 別
などの集計結果 を紹介 している。
第4章:年 休取得 に影響す る諸要 因の特定及び年休未取得 の原因






し、日本の年休取得の現状 を考慮 した分析枠組みを提示 している。また、効率賃金仮説を応



















そのほか、⑤勤務先の業種が 「卸売 ・小売業、飲食店1で あると年休取得 日数が少ないこと、
及びこの傾向が男性のみに見られたこと、⑥大企業に勤務 している場合は中小企業よりも年





さらに、アンケー ト調査の質問項 目を利用 し、労働者の年休未取得に関する意識を分類 し、
その特徴を考察 している。まず、年休を取 り残 した労働者の意識 を類型化 し、①休暇に対す
る消極性 を主因とす るグループ、②人事 ・処遇への懸念を.主因とするグループ、③要員管
理 ・業務量管理上の問題 を主因とするグループ、④病気や急な用事のために残 しておくこと
を主因とするグループの4グループが析出 されている。その上で、これ らの4グループが年休









な年休取得率が高 く、年体をすでにある程度取得 しているが、完全に(100%)取得す るこ
とがない理由と解釈することが可能であることを指摘 している。














続いて、長期的な観点から、企業経営における 「名声」やファミリー ・フレン ドリー施策




があると指摘 している。したがってこの観点からは、現在のn本 企業の多 くは、従業員との
長期的な信頼関係を考慮 していないと指摘 している。まt.フ ァミリー ・フレンドリー施策
については、家族的責任のある従業.員に対する様々な施策の効果について紹介 している。い
くつかの研究によれば、ファミリ 一ー フレンドリー施策が幅広 く設置 されてお り、かつ利用
されている場合 には、従業員のやる気や働 きやすさに好影響をもたらし、結果的に企業の売
上高や市場 占有率などの経営指標にも良好な影響 をもたらす可能性があることが示唆 されて
い.る。 したがって、休暇に関 しても、他のファミリー ・フレン ドリー施策 と総合的に利用 さ
れることによって、結果的には企業経営に良好な影響をもたらす可能性を指摘 し.ている。
さらに、日本の労働 市場の特微という観点か ら、大企業と中小企業における休暇や休 日と
いう意味での労働条件格差、及び休暇が取得されない原因について考察 している。日本の労
働市場の二重構造という特徴は、大企業と中小企業における労働条件格差 という現象を伴い、
















的に休暇が取得 されに くいということを指摘 している。第3に、企業別組合という日本の労
働組合の組織形態は、職業別組合のような労働供給制限機能を持たず、また産業別組合のよ
うに企業規模問格差の解消にも貢献 しないこと、さらに労使交渉においても賃金 とのパッケ
ージで労働時間や休 日 ・休暇の問題を取 り上げてこなかったことから、現在のような低い休
暇水準の原因の一端を担っていると指摘 している。
第6章:年 休取得促進の ための方策
本章においては、年休の取得 を促進す るための様々な方策について、政策 レベル、企業レ
ベル、個人 ・家庭生活のレベルに区分 して、それぞれの課題を検討している。









までの調査及び本論文提出者が実施 したアンケー ト調査の結果からも明 らかになったような、







翌年度までしか繰 り越 しが認められていない年休の有効な活用方法 とし.て、法解釈上失効し
た年休についても、一定の要件によっては有給休暇として活用 している事例を紹介 し、その
有効性 を指摘している。
続いて、個人 ・家庭 レベルの検討事項と.し.て...日.本の労働.者の余暇の過 ごし方に関す る調
査の結果を利用 しながら、日本の労働者の余暇の過ごし方が受動的であることを示 し、年休
を活用 した積極的な余暇の過ごし方が、様々な効用をもたらす ことを指摘 している。
さらに、年休を完全取得することによって、これまでの要員量に対 して人員を補填する必










ー ト調査 を実施 し、その個票 を使い、経済学的な理論の枠組みを用いて、年休の取得行動
に関する統計的な実証分析を行ったことにある。統R..「分析の手法(ト 」ビット・モデル、
因子分析)も オーソ ドックスで、この分野における初めての系統的かつ全国規模の実証研
究を行つたことは高 く評価できる。アンケー ト調査の設計から分析 まで本論文提出者が企
画 し、遂行した努力は称賛に値する。
(2)本論文は、個人対象のアンケー ト調査結果を分析するために所得余暇選好モデルに依拠
した理論仮説を使い、い くつ もの興味深い点を実証的に確認 した。例 えば、①年収が多い







































程および博士後期課程(永 山武夫ゼ ミ)に在籍 し、1991年から2年間は同大商学部助手 を務
めた。1993年には労働省(当 時)所 管の研究機関である日本労働研究機構.(現・独立行政法
人 労働政策研究 ・研修機構〉に.入所 し、現在に至っている。商学研究科在籍時より今日に至
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